
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE THE MICHINOKU BANK,LTD

最終更新日：2015年11月30日
株式会社 みちのく銀行

取締役頭取 高田 邦洋

問合せ先：経営企画部 （017－774－1111）

証券コード：8350

http://www.michinokubank.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

経営環境の変化に的確に対応し、常に信頼される企業統治体制を構築していくことは、経営上の最重要課題であると認識しております。 
当行が永続的に成長・発展していくためには、経営環境の変化に対応しながら経営効率の向上や経営の健全性の確保等が重要であり、そのた 
めには継続的にガバナンス体制を強化、整備していく必要があるものと考えております。 
また、ガバナンス体制を強化、整備するとともに、その方針が当行内部において浸透し、実践されるよう内部統制の強化を図っております。 

≪特定の事項を開示すべきとする１１原則≫ 
 
〔原則３－１（４）〕（情報開示の充実：経営陣幹部の選任および取締役・監査役候補の指名） 
 代表取締役が優れた人格、見識、能力及び豊富な経験や業績貢献度等を踏まえた上で、取締役、執行役員候補者を協議し、取締役会にて最
終決定しております。 
 また、監査役候補者については、代表取締役が候補者を監査役会に提示し、監査役会の同意を得た上で、取締役会にて決定しておりますが、
取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続は策定しておりませんので、今後策定し開示してまい
ります。 
 
〔原則３－１（５）〕（情報開示の充実：役員個々の選任・指名の説明） 
 社外取締役の選任理由は「第４３期定時株主総会招集ご通知」に掲載しておりますが、その他の取締役・監査役個々の選任・指名につきまして
は、次回以降の「定時株主総会招集ご通知」に掲載してまいります。 
 
〔補充原則４－１１－３〕（取締役会の実効性評価） 
 現状では、分析・評価・開示は行っておりませんが、取締役会全体の実効性についての分析方法、評価方法等を検討の上、今後、その結果を
開示していく予定です。 
 
≪特定の事項を開示すべきとする１１原則以外≫ 
 
〔補充原則１－２－４〕（議決権の電子行使、招集通知の英訳） 
 株主の議決権行使にかかる「検討期間」を十分に確保できるよう「招集通知」の早期発送等を行っております。機関投資家比率や海外投資家比
率も２０％以下ですが、その比率を考慮した上で議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知の英訳も今後検討してまいります。 
 
〔補充原則１－２－５〕（実質株主の議決権行使） 
 実質株主の要望を踏まえ、信託銀行等と協議しながら、今後検討してまいります。 
 
〔補充原則３－１－２〕（英語での情報開示） 
 現状は毎年９月にアニュアルレポートをホームページ上で開示するに留まっております。 
当行の海外投資家比率は２０％以下ですが、その比率を考慮した上で、招集通知の英訳も含めた英語での情報の開示・提供を今後検討してまい
ります。 
 
〔補充原則４－１０－１〕（指名・報酬などへの独立社外取締役の助言等） 
 報酬等の額の決定は、半数が社外で構成する報酬検討会議の協議を経ております。また、独立社外取締役に外部有機者等も含め構成員の過
半を外部者が占めるアドバイザリーボードは、報酬検討会議のメンバー選任について審議するほか、重要な報酬の改定等も審議しており、態勢
整備とその実効性は確保されております。 
 一方で、取締役・執行役員の指名・選任については、代表取締役が優れた人格、見識、能力及び豊富な経験や業績貢献度等を踏まえた上で、
取締役・執行役員候補者を協議し、取締役会にて最終決定しておりますが、今後は独立性、客観性などを高めるためにも、例えば、独立社外取
締役や外部有識者等の関与・助言を得ることも視野に入れて、検討してまいります。 

≪特定の事項を開示すべきとする１１原則≫ 
 
〔原則１－４〕（いわゆる政策保有株式） 
【保有方針】 
 上場株式については、株価変動リスクが財務状況に大きな影響を与え得ることに鑑み、当行グループにとって事業特性上の重要先との中長期
的な取引関係等の維持・強化に資する場合に保有しております。 
 また保有に伴うリスクとリターンを踏まえた中長期的な経済合理性等を検証し、業務提携等の事業戦略、取引関係の維持・強化などの保有のね
らいを総合的に勘案して、定期的に保有の可否を判断しております。 
 



【議決権行使の基準】 
 原則として全ての議案に対して議決権を行使します。 
 当行の保有目的を不当に害する議案に対しては反対するほか、株式保有先の経営方針やガバナンス体制、経営状況等を勘案したうえで、保有
先の中長期的な企業価値向上の観点も踏まえ総合的に賛否を判断します。 
 
〔原則１－７〕（関連当事者間の取引） 
 当行や株主の利益に反する取引が行われることがないよう、取締役の競業取引について、取締役会の承認が必要である旨を取締役会規程の
決議事項に定めております。 
 また、銀行法および金融商品取引法等に基づき、利益相反により顧客の利益が不当に害されることを防ぐため、「利益相反管理方針」を掲げて
おります。 
 取締役会規程の決議事項に、取締役の競業取引については、取締役会の承認が必要である旨を定めており、監査役は違反する事実がないか
を検証しております。 
 また、当行が定める監査役監査基準で、競業取引等について、取締役の義務に違反する事実がないかを監視し検証しなければならないと明文
化し、年２回全部署の業務稟議書を検証するなど、諸取引の監視を監査役が行っております。 
 
〔原則３－１（１）〕（情報開示の充実：経営理念・戦略・計画） 
 「経営理念」「中期経営計画」「経営強化計画」「経営強化計画の履行状況報告書」等をホームページ等で開示しております。 
(http://www.michinokubank.co.jp/about/company/gaiyo/rinen.html)他 
 
〔原則３－１（２）〕（情報開示の充実：コーポレートガバナンスの基本的な考え方） 
 コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、当行ホームページに記載しております。 
(http://www.michinokubank.co.jp/about/company/governance/governance.html) 
 
〔原則３－１（３）〕（情報開示の充実：経営陣幹部・取締役の報酬決定） 
【方針】 
 常勤取締役、執行役員の報酬は、役割に応じて支給する「役員報酬」と、企業価値（株価）の意識向上を念頭に入れた新株予約権を用いた「株
式報酬型ストックオプション」とし、両報酬ともに業績貢献度合に連動しております。 
 社外取締役、監査役の報酬については、業績貢献度合に連動しない「役員報酬」のみとしております。 
 
【手続】 
 取締役の「役員報酬」は年額１６５百万円以内、監査役は６０百万円以内とし、取締役に対するストックオプションとしての新株予約権に関する報
酬額等の額は、年額６０百万円（総数３００個）を上限に支給しております。報酬等の額の決定については、代表取締役全員、非常勤取締役１名、
非常勤監査役１名で構成する「報酬検討会議」にて協議した上で、取締役会が承認しております。 
 
〔補充原則４－１－１〕（経営陣への委任範囲） 
 取締役会は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会規程に定める重要事項以外は経営会議に委任しております。経営会議は取締役
会から委任を受けた事項を経営会議規程に基づき決議しております。 
 さらに、経営会議は業務決裁規程を定め、経営全般にかかわる重要事項を頭取、担当部門の業務運営のうち重要度の高い事項を担当役員、
上記以外の担当部の事項を所管部長に委任しております。 
 
〔原則４－８〕（独立社外取締役の有効な活用） 
 過去の経歴を含む実績等を考慮し、適切な評価を行った上で弁護士、上場会社役員といった十分に資質を備えた独立社外取締役を２名選任し
ております。 
 
〔原則４－９〕（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質） 
【独立性に関する基準】 
 独立役員は、金融商品取引所の定める独立性の要件を踏まえた上で、現在または最近において、原則、以下の独立性基準を満たす者とする。
（１）当行を主要な取引先とする者、またはその業務執行者ではないこと 
（２）当行の主要な取引先、またはその業務執行者ではないこと 
（３）当行から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家ではないこと 
（４）当行の主要株主、またはその業務執行者ではないこと 
（５）当行から一定額を超える寄付、助成を受けている者、またはその業務執行者ではないこと 
（６）次に揚げる者（重要でない者は除く）の近親者（二親等内の親族）ではないこと 
A．前記（１）～（５）に該当する者 
B．当行および子会社の取締役、監査役、執行役員、重要な使用人 
 
（各種定義） 
・「最近」…社外取締役または社外監査役として選任する株主総会の議案の内容が決定された時点より起算して１年以内 
・「主要な取引先」…直近事業年度における年間連結総売上高（当行の場合は年間連結経常収益）の２％以上 
・「多額の金銭その他の財産」…過去３年間の平均で年間１,０００万円以上 
・「主要株主」…議決権所有割合１０％以上の株主 
・「一定額を超える寄付」…過去３年間の平均で年間１,０００万円または当該先の年間費用の３０％のいずれか大きい額 
「重要でない者」…「重要な者」としては、会社の役員・部長クラスの者 
 
【資質】 
 弁護士、上場会社役員といった十分に資質を備えた独立社外取締役を２名選任しております。また、取締役会は、８名の取締役と６名の監査役
で構成され、そのうち社外取締役２名、社外監査役５名と半数を社外が占めており、自由闊達で建設的な議論・意見交換の場となっております。 
 
〔補充原則４－１１－１〕（取締役の選任方針） 
 定款で取締役は12名以内、監査役は6名以内と規定しておりますが、現状では取締役は社内取締役6名と弁護士、上場会社役員である社外取
締役2名の計8名、監査役は社内監査役1名と社外監査役5名の計6名の合計14名で構成しております。 
 そのうち社外取締役２名、社外監査役５名と取締役会の半数を社外が占めており、自由闊達で建設的な議論・意見交換の場となっております。 
 また、取締役は、優れた人格、見識、能力、豊富な経験とともに高い倫理観を有している者で、取締役会全体としては、多様な知見、専門性を備
えたバランスの取れた構成としており、女性を登用するなど多様性も実現しております。 
 



２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

〔補充原則４－１１－２〕（役員の兼任状況の開示） 
 期初に年間スケジュールを明示し、社外役員（取締役・監査役）としての業務に支障がでないように配慮しております。さらに、取締役会にて活
発な議論がなされるよう事前に社外役員に配布したタブレット端末により取締役会資料等を閲覧できるようにしているとともに、必要に応じて事前
説明を行っております。また、兼任状況については「定時株主総会招集ご通知」に記載するなど毎年開示しております。 
 
〔補充原則４－１４－２〕（役員のトレーニング方針） 
 取締役・監査役が、期待される役割・責務を適切に果たすために必要な知識・情報の取得・更新等が出来るよう、外部機関による講習等も含め
必要なトレーニング機会を継続的に提供するとともに、その費用を支援します。 
 また新任時には、当行の歴史・現状などに関する知識・情報を習得するための機会も提供します。 
 
〔原則５－１〕（株主との建設的な対話に関する方針） 
 株主との実際の対話（面談）対応者は、原則として株主総会事務局である総務部長とし、株主の関心事項に関する所管部長（場合によっては担
当役員）が面談に臨むこととしております。 
 また、株主のみならずお客さまも含めたステークホルダーの声を反映させるべく営業店備付の「象の耳カード」や本支店に寄せられる「お客さま
の声」を活かすべく「お客さまの声検討協議会」で協議検討しております。 
 その中でも重要な意見については、定期的に経営会議に報告するとともに、（独立）社外取締役２名も構成員であるアドバイザリーボードにも報
告する等の仕組みに基づき、意見を適切に反映させております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 12,108,000 8.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 8,585,000 6.00

みちのく銀行行員持株会 4,205,757 2.94

株式会社みずほ銀行 3,086,693 2.15

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 2,304,000 1.61

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 2,291,733 1.60

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 2,145,961 1.50

みちのく銀行共済会 2,061,591 1.44

住友生命保険相互会社 2,000,000 1.39

明治安田生命保険相互会社 1,932,955 1.35

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

熊谷 清一 弁護士 ○

鎌田 由美子 他の会社の出身者 △

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

熊谷 清一 ○

弁護士法人あおば綜合法律事務所代表 
社員 
トヨタカローラ八戸株式会社社外監査役 
株式会社デーリー東北新聞社社外監査 
役

弁護士としての豊富な法律知識と経験を当行 
の経営に活かしていただくことで、コーポレート
ガバナンスのより一層の強化が図れるものと
判断するとともに、一般株主との利益相反が生
じるおそれのない独立性を有しているため、独
立役員として指定しております。

鎌田 由美子 ○

カルビー株式会社上級執行役員 
株式会社ルミネ非常勤取締役（社外取締
役） 
株式会社ポーラ・オルビスホールディング
ス社外取締役

会社経営者として、また顧客サービス分野に
携わることで培われた豊富な知識と経験を当
行の経営に活かしていただくことで、コーポレ
ートガバナンスのより一層の強化が図れるもの
と判断するとともに、一般株主との利益相反が
生じるおそれのない独立性を有しているため、
独立役員として指定しております。



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性 

補足説明 

【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

― ― ― ― ― ― ― ―

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬検討会議 4 0 2 1 0 1 社内取締役

取締役・執行役員の報酬等の額の決定については、すべて「報酬検討会議」にて協議の上、取締役会承認に基づき、頭取が決定します。 
また、重要な改定等については、「内部統制委員会」での審議を経て取締役会が決定します。 
なお、「報酬検討会議」は年1回以上（必要に応じて随時に）開催しております。 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 6 名

会計監査人往査の立会いを随時実施するほか、半期会計監査結果の報告を受けております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 5 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

佐藤 郁夫 他の会社の出身者 △

榊 佳弘 他の会社の出身者 ○

東 康夫 他の会社の出身者 ○

鳥谷部 眞実 他の会社の出身者 ○

馬谷 成人 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家



会社との関係(2) 

【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

佐藤 郁夫  ―――

日本銀行などにおける豊富な金融実務経験を
当行の監査体制の強化に活かしていただくこ
とで、コーポレートガバナンスのより一層の強
化が図れるものと判断し、社外監査役に選任
しております。

榊 佳弘  マルヨ水産株式会社代表取締役社長

会社経営経験と地元経済界における豊富な情
報収集力を当行の監査体制の強化に活かして
いただくことで、コーポレートガバナンスのより 
一層の強化が図れるものと判断し、社外監査
役に選任しております。

東 康夫  
東北化学薬品株式会社取締役会長 
進和ケミカル株式会社代表取締役

会社経営経験と地元経済界における豊富な情
報収集力を当行の監査体制の強化に活かして
いただくことで、コーポレートガバナンスのより 
一層の強化が図れるものと判断し、社外監査
役に選任しております。

鳥谷部 眞実  

株式会社ヤマウ鳥谷部商店代表取締役 
社長 
株式会社ヤマウ鳥谷部臨港倉庫代表取 
締役社長

会社経営経験と地元経済界における豊富な情
報収集力を当行の監査体制の強化に活かして
いただくことで、コーポレートガバナンスのより 
一層の強化が図れるものと判断し、社外監査
役に選任しております。

馬谷 成人  株式会社クレハ社外取締役

都市銀行における金融実務経験や会社役員と
しての経営経験等を当行の監査体制の強化に
活かしていただくことで、コーポレートガバナン 
スのより一層の強化が図れるものと判断し、社
外監査役に選任しております。

独立役員の人数 2 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

1.業績連動報酬 
業績に対する意欲をより一層高めることを目的に、確定金額報酬と年度業績に連動する業績連動報酬の二本立てとする報酬制度を導入してお 
ります。 
2.株式報酬型ストックオプション制度 
中長期的な企業価値向上と株主重視の経営意識をより一層高めることを目的に、権利行使期間を２５年以内とする新株予約権を、取締役に対 
し、年間の総額の上限額を６０百万円の範囲内で割り当てる株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

常勤取締役及び執行役員を付与対象者としております。 



【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

取締役及び監査役の別に各々の総額を開示しております。平成２６年度において取締役及び監査役に支払った報酬の金額は、取締役１８９百 
万円、監査役５５百万円であります。なお、取締役の使用人としての報酬はございません。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

取締役及び監査役に対する報酬限度額は、平成１８年６月２８日開催の定時株主総会で決議されており、その金額は取締役は１６５百万円、監 
査役は６０百万円であります。 

社外取締役に対しては秘書室が、社外監査役に対しては監査役室が補佐を行っております。 

1. 企業統治の体制の概要等 
 当行は監査役制度を採用しており、当行の監査役は６名(常勤監査役２名、非常勤監査役４名)となっております。監査の実効性を確保するた
め、監査役は全員が取締役会に出席しているほか経営会議等の重要会議に常勤監査役が出席しております。 
 なお、監査役制度をより有効に機能させるため、監査役会直轄の専任部署として監査役室を設置し、監査体制の充実を図っております。 
 経営の意思決定機能につきましては、月１回の「取締役会」および必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項についての意
思決定を行っております。 
 取締役は総員８名で、うち（独立）社外取締役は２名であります。 
 また、取締役会の委任を受けた事項について、協議・決議する機関として代表取締役および取締役兼役付執行役員で構成される「経営会議」を
週２回の定例開催および必要に応じて都度開催し、迅速な意思決定を行っております。 
 このほか、弁護士や公認会計士、金融業界経験者などの幅広い知識や経験を有した外部有識者の意見を経営に反映させた恒常的な組織とし
て「アドバイザリーボード」を設置しており、会社法に基づく、内部統制システムの体制整備に向けた取り組みにより、コーポレート・ガバナンスの
強化を図っております。 
 このように当行では、経営のガバナンス態勢を強化するため、（独立）社外取締役、社外監査役の積極的な登用および外部有識者で構成するア
ドバイザリーボードの設置等、ガバナンス強化を最重要課題と捉え、重点的に取組んでまいりました。本体制により、経営環境の変化に対応しな
がら経営効率の向上や経営の健全性確保等に取組むとともに、経営の業務執行に対する監視、牽制機能を有効に機能させたガバナンス態勢が
構築できるものと考え、現状の体制を採用しております。 
 金融機関の直面するリスクはますます複雑化してきております。このような環境下にあって、各種リスクの的確な把握と適正なコントロールが重
要な経営課題であると認識しております。このため、リスク管理の統括部署として、「経営管理部」を設置し、「リスク管理規程」等の規程を整備す
るなどして、全役職員への周知徹底・浸透を図り、行内のリスク管理態勢の向上を図っております。また、リスク管理態勢の強化を図るため、年度
毎に策定する「リスク管理方針」に基づき「リスク管理プログラム」を策定し、その推進ならびに進捗状況を管理しているほか、リスク特性に応じ
て、信用リスク、市場リスク、流動性リスクについては、「収益」「リスク」「資本」のバランスを図るためのリスクマネジメントについて協議する場とし
て「収益・ＡＬＭ委員会」を設置し、さらにオペレーショナルリスクについてはリスク改善策等を組織横断的に協議・検討を行う場として「オペレーショ
ナルリスク管理委員会」を設置し、リスク管理態勢強化に向けた施策の企画立案・推進・管理を行っております。 
 内部統制システムにつきましては、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を決議し、「全役職員の職務の執行が法令および定
款に適合することを確保する体制」など11項目について体制の整備を図っております。 
 当行は、会社法第427条第１項の規定の範囲内において、（独立）社外取締役及び社外監査役との間で、同法第423条第１項の責任につき、善
意かつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号に定める額の合計額を限度とする旨の契約を締結しております。 
2. 内部監査及び監査役監査の状況 
 当行の内部監査は、監査部（平成27年３月末現在23名）が本部、営業店及び連結対象子会社等の業務を対象として行う臨店監査、ならびに自
己査定及び償却・引当結果を検証する自己査定監査で構成されており、内部監査結果については代表取締役及び取締役会に報告されておりま
す。内部監査の堅確性・適切性を維持していくため、監査部につきましては、被監査部署に対して十分な牽制機能が働くよう独立性を確保した体
制とするとともに適正なスタッフを配置しております。 
 監査役には、日本銀行、都市銀行などにおける豊富な金融実務経験等の専門分野、および地元経済界での企業経営経験などを有した人材及
び市場・国際部門等での実務経験を有する人材を選任しており、監査役会の決議に基づく役割分担及び各年度毎の監査方針・監査計画に基づ
き、取締役の職務執行を監査しております。さらに会計監査人より定期的に監査結果の報告を受ける他、必要に応じ適宜往査立会を実施する等
緊密な連携を保ち、効率的な監査に努めております。 
 監査部及び監査役は、内部統制関連部門と緊密な連携を保ち、財務報告に係る内部統制のレベル向上のための意見交換を定期的に行ってお
ります。 
 会計監査人に対しては、正確な経営情報を提供して公正な立場から厳正な監査が実施される環境を整備しております。 

経営のガバナンス態勢を強化するため、（独立）社外取締役、社外監査役の積極的な登用及び外部有識者で構成する「アドバイザリーボード」の
設置等、ガバナンス強化を最重要課題と捉え、重点的に取り組んでおります。本体制により、経営環境の変化に対応しながら経営効率の向上や
経営の健全性確保等に取組むとともに、経営の業務執行に対する監視、牽制機能を有効に機能させたガバナンス態勢が構築できるものと考え、
現状の体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 株主総会の開催日につきましては、集中日を回避するよう努めております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年１回、アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載 年１回、決算説明会資料をホームページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部を担当部署としております。

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「みちのく銀行ＣＳＲ基本方針」に基づき、社会貢献活動・環境保全活動を中心としたＣＳＲ活動 
を展開しております。また、平成１９年７月には「公益財団法人みちのく・ふるさと貢献基金」を設 
立し、地域の発展・地域に貢献する事業活動を行っている青森県内の個人、法人、団体等を対 
象とした助成金の交付による助成事業を行っております。

その他

当行では女性職員の活躍を推進し組織の活性化を図るため、＜みちぎん＞ダイバーシティ推 
進チーム「スマイリリーズ」を組成しております。従来とは異なる発想による金融サービスの開 
発等を検討すると同時に、異なる属性の職員が各自の個性を活かした能力を最大限発揮する 
ための職場環境の整備に努めてまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当行は、取締役会において、以下の「内部統制システム構築の基本方針」を決議しております（平成27年４月27日改定内容）。 
 
（１）全役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制 
1. 取締役会は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして認識し、銀行の有する社会的責任と公共的使命等を柱とした企業倫理を構築
し、全役職員はこれを遵守する。 
2. 取締役会は、「みちのく銀行行動憲章」、「みちのく銀行コンプライアンス十戒」、「コンプライアンス規程」及び「コンプライアンス・マニュアル」等
の規程を制定し、全役職員のコンプライアンスマインドの維持・向上並びに適正な業務執行の確保を図る。 
3. 取締役会は、コンプライアンスの適正を確保するため、毎年度毎に「コンプライアンス・プログラム」を策定し、その推進並びに進捗状況を管理
する。このほか、経営管理部担当役員を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス態勢の充実に向けた施策の企画立
案・推進・管理を行う。 
4. 経営管理部は、当行のコンプライアンスにかかわる業務全般を所管するものとし、各部店のコンプライアンス責任者並びにコンプライアンス管
理者を通じて、コンプライアンス態勢の確立や全役職員への教育等を行うとともに、その状況について取締役会へ報告する。 
5. 監査部は、コンプライアンス態勢の有効性・適切性について監査し、その結果について取締役会へ報告する。 
6. 「内部通報制度」の活用により、コンプライアンスを実践するための職場環境の整備と不正・違反行為の未然防止、早期発見を図る。 
7. 市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては断固として対決する。 
 
（２）取締役の職務執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制 
1. 取締役の職務の執行にかかる情報・文書は、「文書管理規程」及び「情報管理規程」等の規程に基づき適切に保存・管理する。 
2. 取締役会、経営会議、各委員会の各議事録は、「取締役会規程」、「経営会議規程」及び各委員会規程に基づき作成し、適切に保存・管理す
る。 
 
（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
1. 取締役会は、経営上の各種リスクの正確な把握と適正なコントロールを図るため、「リスク管理規程」を制定し、全役職員へ周知徹底・浸透を
図り、行内のリスク管理態勢の向上を図る。 
2. 取締役会は、リスク管理態勢の強化を図るため、毎年度毎に策定する「リスク管理方針」に基づき「リスク管理プログラム」を策定し、その推進
並びに進捗状況を管理する。このほか、頭取を委員長とする「収益・ＡＬＭ管理委員会」及び、経営管理部担当役員を委員長とする「オペレーショ
ナルリスク管理委員会」を設置し、リスク管理態勢強化に向けた施策の企画立案・推進・管理を行う。 
3. 経営管理部は、各担当部が所管する各種リスクを統括して管理し、常時モニタリングを行うとともにその結果について取締役会へ報告する。 
4. 監査部は、リスク管理態勢の有効性・適切性について監査し、その結果について取締役会へ報告する。 
 
（４）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 
1. 取締役会は、中長期の経営計画として、原則３ヵ年の営業年度を対象とした「中期経営計画」を策定するほか、単年度毎の「経営計画」を策定
し、全役職員に周知徹底する。 
2. 取締役は、「取締役会規程」に基づき、業務執行状況を取締役会へ報告する。 
3. 「業務分掌規程」及び「業務決裁規程」等を制定し、各部門の担当職務及びその権限を明確にし、取締役の職務執行の効率性確保に努める。
 
（５）当行グループにおける財務報告の信頼性及び業務の適正を確保するための体制 
1. 当行及び子会社から成る企業集団（以下「当行グループ」という。）は、財務諸表及び財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信
頼性を確保するために、全行レベル及び業務プロセスレベルにおいて適切な内部統制を構築する。 
2. 子会社の経営管理を強化するため、当行の経営企画部が子会社を統括し、各子会社に置く当行の業務所管部とともに毎月定例会議を開催
するなどの連携を図る。また、「子会社管理規程」を制定し、経営上の重要事項について当行への事前承認又は報告を義務付ける。 
3. 子会社の損失危険等を管理するため「子会社管理規程」を制定し、子会社が適切なコンプライアンス管理及びリスク管理を実施していることを
確認するとともに、その管理の維持・強化を図る。 
4. 半期毎に当行及び子会社の経営陣による「子会社経営会議」を開催し、当行グループとしての経営方針等を協議し、子会社はかかる協議の
結果を踏まえ業務を執行するとともに、取締役会並びに各取締役及び各部門の担当職務及びその権限を明確にし、取締役の職務執行の効率性
確保に努める。 
5. 子会社にも「コンプライアンス規程」及び「コンプライアンス・マニュアル」等の規程を具備させ、そのコンプライアンスマインドの維持・向上及び
適正な業務執行の確保を図るように適切に対処する。また、当行の監査部は定期的に子会社の内部監査を行う。 
 
（６）当行の監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
1. 監査役の職務を補助するための機関として監査役室を設置し、専門の補助スタッフを配置する。 
2. 監査役室のスタッフ配置にあたっては、キャリア等を十分に考慮し、適任者を配置する。 
 
（７）当行の監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事
項 
1. 監査役室のスタッフの人事に関する事項については、監査役との意見交換を実施のうえ決定するものとする。 
2. 監査役室のスタッフに対する業務遂行上の指示命令権は、監査役に移譲されるものとし、取締役の指揮命令を受けないものとする。 
 
（８）当行グループの全役職員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 
1. 取締役は、当行グループの内部統制システムの構築・整備状況について監査役に報告を行う。また、監査役に当行の取締役会、経営会議等
の主要会議に出席する機会を確保するほか、監査役がいつでも各種議事録の閲覧等により執行状況を確認しうるものとする。 
2. 当行の役職員は、「業務決裁手続」に基づき、主要な業務決定事項について監査役に報告する。 
3. 子会社の役職員は「内部通報制度規程」に基づき、当行に対して法令違反の事実及び違反の疑いがあると考えられる事実等を通報すること
ができ、その内容は、当行の常勤監査役が参加することのできるコンプライアンス委員会に報告される。 
 
（９）当行グループの役職員が当行の監査役に報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
1. 「内部通報制度規程」に、正当な通報をしたことによっていかなる不利益を受けないことを規定するとともに、同制度に限らず、監査役に対する
報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当行グループにおいて周知徹底する。 
 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（１０）監査役の職務の執行について生ずる費用に係る方針に関する事項 
1. 当行は、監査役がその職務の執行上必要と認める費用について、監査役会が定める「監査役監査基準」に基づき、予め計上した予算を確保
する。また、監査役において緊急又は臨時に支出した費用の請求があった場合も、当行においてその費用を負担する。 
 
（１１）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
1. 取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換し、監査の実効性確保に努める。 
2. 監査部等は、監査役と緊密な連携を保ち、監査役の効率的な監査実施に寄与するよう努める。 
 
 なお、当行は、金融機関として公共の信頼の維持、業務の適切性及び健全性の確保を目的とし、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的
勢力に毅然と対応し、関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢力への対応にかかる基本方針」を定めております。 
 ・当行は、反社会的勢力との取引の未然防止及び、一切の関係遮断に努めます。 
 ・当行は、反社会的勢力との関係遮断の実効性を確保するため、警察、弁護士、暴力追放運動推進センター等の外部専門機関との連携を図り
ます。 
 ・当行は、反社会的勢力による不当要求に対しては、組織全体として対応し、民事及び刑事の両面から法的対応をする等、断固とした対応を行
います。 

当行は、金融機関として公共の信頼の維持、業務の適切性及び健全性の確保を目的とし、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に毅
然と対応し、関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢力への対応にかかる基本方針」を定めております。 
 
1.当行は、反社会的勢力との取引の未然防止及び、一切の関係遮断に努めます。 
2.当行は、反社会的勢力との関係遮断の実効性を確保するため、警察、弁護士、暴力追放運動推進センター等の外部専門機関との連携を図り
ます。 
3.当行は、反社会的勢力による不当要求に対しては、組織全体として対応し、民事及び刑事の両面から法的対応をする等、断固とした対応を行
います。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

――― 
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